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検証事業整理表

番号 検証したい事項 調査項目 調査方法① 調査方法② 調査方法設定理由 今後の課題と対応

(ｱ) 相談者の就労意欲の変化（就労意欲の変化）
相談者への聞き取り（利用前後の就労意欲を５段階評価の
数値で比較）

アンケート
（相談者）

(ｱ) 相談者の就労意欲の変化生活の見直し等の意識変化
（生活の見直し等の意識変化）

相談者への聞き取り（利用前後の生活に対する意識の変化
を５段階評価の数値で比較）

アンケート
（相談者）

(ｲ) 相談者の行動の変化（求職活動） 求職活動や再訪相談の状況 システムから抽出

(ｲ) 相談者の行動の変化（求職活動） 「みられた変化」の状況（就職・増収の変化） システムから抽出

(ｲ) 相談者の行動の変化（支出改善） 「みられた変化」の状況（家計の安定） システムから抽出

(ｲ) 相談者の行動の変化（支出改善）
相談者への聞き取り（利用前後の支出（家計）に対する意
識の変化を５段階評価の数値で比較）

アンケート
（相談者）

(ｲ) 相談者の行動の変化（相談機関への再相談等）
自立相談支援機関相談員への聞き取り（利用前後の相談者
の生活に対する意識の変化を５段階評価の数値で比較）

アンケート（自立相
談支援機関）

(ｲ) 相談者の行動の変化（支出改善）
自立相談支援機関相談員への聞き取り（利用前後の相談者
の支出（家計）に対する意識の変化を５段階評価の数値で
比較）

アンケート（自立相
談支援機関）

(ｲ) 相談者の行動の変化（相談機関への再相談等）
相談者への聞き取り（相談歴があるが、今回食品券がある
ことを知って再度相談したのか）

アンケート
（相談者）

暮らしサポートが掘り起こしにつながったかの検証

(ｳ) 食事券配付による新規相談者の掘り起こし効果及び支
援プラン策定への流入効果

相談件数とプラン作成件数を事業開始以前と事業開始後で
比較

システムから抽出

(ｳ) 食事券配付による新規相談者の掘り起こし効果及び支
援プラン策定への流入効果

再プラン作成件数 システムから抽出

(ｳ) 食事券配付による新規相談者の掘り起こし効果及び支
援プラン策定への流入効果

相談者への聞き取り（機関を知っていた・知らない）
アンケート
（相談者）

暮らしサポートが掘り起こしにつながったかの検証

(ｳ) 食事券配付による新規相談者の掘り起こし効果及び支
援プラン策定への流入効果

自立相談支援機関相談員への聞き取り（相談者へのアプ
ローチとして食品券の配付は有効であったか否か、またそ
の理由は何故か）

アンケート（自立相
談支援機関）

相談機関としての評価（相談員が事業を活用できてい
るか否か）

(ｴ) 生活困窮者支援制度及び自立相談支援機関に対する認
識・理解の変化

相談者への聞き取り（どのように相談機関を知ったのか
（認知の経路、広報媒体）

アンケート
（相談者）

※相談者の属性（年齢や性別、世帯構成等）に応じた
効果的なアウトリーチ方法を検討

(ｴ) 生活困窮者支援制度及び自立相談支援機関に対する認
識・理解の変化

相談者の状況（相談の主訴や特性等） システムから抽出 ※相談者の状況に応じた効果的な周知及びアウトリー
チ方法を検討

(ｴ) 生活困窮者支援制度及び自立相談支援機関に対する認
識・理解の変化

これまでの相談歴がある機関 システムから抽出 機関毎の相談歴の差を把握することで、周知への協力
を強化すべき機関への対応を検討

(ｴ) 生活困窮者支援制度及び自立相談支援機関に対する認
識・理解の変化

相談者への聞き取り（相談に訪れやすくなるための環境面
の課題）（例）相談機関の場所がわかりづらい、ラインや
メールで相談ができるようにしてほしい、遅い時間や土日
に対応してほしい

アンケート
（相談者）

(ｴ) 生活困窮者支援制度及び自立相談支援機関に対する認
識・理解の変化

相談者への聞き取り（相談に訪れやすくなるための環境面
の課題）（例）どこで相談できると相談がしやすいか（役
場の中でも福祉部局か、税金や国保と一緒に相談したい
か、郵便局や年金事務所、ハローワークのフロアで相談で
きるのがいいのか）

アンケート
（相談者）

(ｴ) 生活困窮者支援制度及び自立相談支援機関に対する認
識・理解の変化

相談者への聞き取り（相談に訪れやすくなるための心理面
の課題）（例）相談に対する心理的抵抗感（恥ずかしい、
相談で嫌な思いをしたことがある等）

アンケート
（相談者）

(ｴ) 生活困窮者支援制度及び自立相談支援機関に対する認
識・理解の変化

相談者への聞き取り（実際に相談し支援を受けた結果、認
識が変化したか否か）（例）解決できて良かった、頼りに
なった

アンケート
（相談者）

プラン策定に至らなかった者のニーズ
他の制度の利用を希望しており、そのとおりつながったの
か
（生活保護を利用したのでプラン策定に至らなかった等）

システムから抽出 他機関との連携や求められているニーズの整理

プラン策定に至らなかった者のニーズ
自立相談支援機関相談員への聞き取り（食料支援のみを希
望していたのか）

アンケート（自立相
談支援機関）

相談者の属性（年齢、世帯構成）に応じた食料支援
ニーズの整理

他事業の利用状況
相談者への聞き取り（居住している市町村が実施している
食品券の受領状況）

アンケート
（相談者）

物価高騰対策として求められる事業の整理

他事業の利用状況
相談者への聞き取り（受領した額と世帯に対する経済的効
果）

アンケート
（相談者）

物価高騰対策として求められる事業の整理（金額の妥
当性と配付する物資の種類）

他事業の利用状況
支援機関への聞き取り（各自治体の物価高騰対策の取り組
みにより、支援上の変化があったのか）

アンケート
（自立相談支援機
関）

物価高騰対策として求められる事業の整理

他事業の利用状況
支援機関への聞き取り（支援機関に対する補助（救護施設
等への補助のイメージ）が必要か）

アンケート（自立相
談支援機関）

物価高騰対策として求められる事業の整理

5 他事業との比較
他の類似事業と比較し、食品券の配付のみと、支援と連携させ
た事業とで、どちらが「物価高騰時における支援策」として有
効か評価し、今後の支援策検討の参考とする。

 食品券配付による相談者の自立意
欲や行動の変化

1

2
 食品券配付を通じた新規相談者の
掘り起こしや支援プラン策定への
流入効果

※サテライト窓口の設置や、ホットラインのような対
応の検討材料

3 生活困窮者自立支援制度の効果的
な周知方法

4 生活困窮者支援に着実につなげる
ための方法

既存の制度や支援の取組以外に、生活困窮者の支援を検討

生活困窮者に対する物価高騰対策支援として有効であったのか
の検証と次年度以降の支援事業の検討材料

相談者のアンケート結果を数値として裏付けて検証

生活困窮者に対する物価高騰対策支援として有効であったのか
の検証と次年度以降の支援事業の検討材料

効果的な周知方法の検証材料が集まったら、その結果をもとに
周知広報の方法の見直しを行う

毎年実施している人材養成研修や、県からの事業説明資料の内
容を見直し、より説得力を持った資料を作成する。

相談者、支援者それぞれの評価を数値として裏づけて
検証

相談者自身の評価と支援者からの評価に齟齬が無いか
検証

相談者自身の評価と支援者からの評価に齟齬が無いか
検証

相談員の資質向上のため、相談員向け研修で伝えるべ
き内容として取り上げる

相談支援の物理的・心理的ハードルを下げるための方法を検討
し試してみる


